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伊丹市における財政健全化法の
対象範囲のイメージ

  現行指標の対象範囲 指標の対象範囲　（イメージ）
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一般会計

中小企業勤労者福祉共済事業
特別会計

普通会計

競艇事業特別会計

国民健康保険・後期高齢者医療・老人保健医
療・介護保険・交通災害等共済・災害共済・
農業共済・宮ノ前地下駐車場の各特別会計

公設卸売市場事業　特別会計

病院・水道・工業用水道・下水道
交通の各公営企業会計

公営企業会計

地方公営企業法

公営事業会計

クリーンランド・丹波少年自然の家
・兵庫県後期高齢者医療広域連合

土地開発公社・都市整備公社
・緑化協会・スポーツセンター
シルバー人材センターの各外郭団体

一部事務組合等
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財政指標

（注） ①及び②については、実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合は「－」と表示

-350.0104.8④将来負担比率

35.025.08.3③実質公債費比率

40.016.54－②連結実質赤字比率

20.011.54－①実質赤字比率

備 考
財政再生
基 準

早期健全化
基 準

平成20年度
決 算

健全化判断比率

（単位：％）

地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表の制度を設け、当該比率に
応じて地方公共団体が財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経
営の健全化を図るための計画を策定する制度を定めるとともに、当該計画の実
施の促進を図るための行財制上の措置を講ずることにより、地方公共団体の財
政の健全化に資することを目的とする。

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第1条）

地方公共団体の財政の健全化に関する法律＜地方財政健全化法＞

健全化判断比率とは

① 実質赤字比率 → 一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

② 連結実質赤字比率 → 全会計を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

③ 実質公債費比率 → 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政
規模に対する比率

④ 将来負担比率 → 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に
対する比率
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資金不足比率とは

（注） １．資金不足額がない場合は「－」と表示
２．資金不足率がある場合は、資金不足額を備考欄に表示

20.0-
阪神間都市計画昆陽南
特定土地区画整理事業

資金不足額 11,403 千円20.019.2公設卸売市場事業

20.0-公共下水道事業

20.0-交通事業

20.0-工業用水道事業

20.0-水道事業

財政基金より2,300,000千円

借受
20.0-病院事業

備 考
経営健全化
基 準

平成20年度
決 算

公営企業名

（単位：％）

その他比率とは

経常収支比率 ９７．９％ （平成２０年度決算）

資金不足比率 → 公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率

経常収支率 → 地方税、普通交付税などの経常一般財源が、人件費、扶助費、公債費
など経常的な経費にどの程度充当されているかを判断する比率
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